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自　令和 4年 1月 1日

至　令和 4年12月31日

一般社団法人　日本ストリートサッカー協会



貸 借 対 照 表

令和 4年12月31日　現在

一般社団法人　日本ストリートサッカー協会 （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】       2,233,187 【流動負債】         458,826

現 金 及 び 預 金       1,608,883 未 払 金         121,211

売 掛 金         390,104 未 払 費 用         171,483

貸 倒 引 当 金          -3,400 未 払 法 人 税 等         117,100

前 払 費 用          35,200 前 受 金          11,000

未 収 入 金         202,400 預 り 金          38,032

【固定負債】       1,906,466

役 員 借 入 金       1,906,466

負 債 の 部 合 計       2,365,292

純 資 産 の 部

【株主資本】        -132,105

利 益 剰 余 金        -132,105

そ の 他 利 益 剰 余 金        -132,105

繰 越 利 益 剰 余 金        -132,105

(うち当期純利益金額)         432,690

純 資 産 の 部 合 計        -132,105

資 産 の 部 合 計       2,233,187 負 債 及 び 純 資 産 合 計       2,233,187



損 益 計 算 書

自　令和 4年 1月 1日
至　令和 4年12月31日

一般社団法人　日本ストリートサッカー協会 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

売 上 高       9,477,126

売 上 高 合 計       9,477,126

【売上原価】

当 期 商 品 仕 入 高       1,646,604

合 　 計       1,646,604

売 上 原 価       1,646,604

売 上 総 利 益 金 額       7,830,522

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計       7,814,583

営 業 利 益 金 額          15,939

【営業外収益】

受 取 利 息               4

雑 収 入         533,847

営 業 外 収 益 合 計         533,851

経 常 利 益 金 額         549,790

税 引 前 当 期 純 利 益 金 額         549,790

法人税、住民税及び事業税         117,100

当 期 純 利 益 金 額         432,690



販売費及び一般管理費内訳書

自　令和 4年 1月 1日
至　令和 4年12月31日

一般社団法人　日本ストリートサッカー協会 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

役 員 報 酬       2,280,000

外 注 費       1,047,819

荷 造 運 賃         123,198

広 告 宣 伝 費          27,811

接 待 交 際 費         326,330

会 議 費         264,717

旅 費 交 通 費         592,397

通 信 費         328,610

販 売 促 進 費           3,800

消 耗 品 費       1,457,308

修 繕 費          17,300

新 聞 図 書 費           4,735

諸 会 費          55,750

支 払 手 数 料         384,898

車 両 費          60,670

保 険 料          99,550

租 税 公 課           4,400

支 払 報 酬 料         727,000

貸 倒 引 当 金 繰 入 額           3,400

雑 　 費           4,890

販売費及び一般管理費合計       7,814,583



注 記 表

一般社団法人　日本ストリートサッカー協会

重要な会計方針に係る事項に関する注記

収益及び費用の計上基準

　収益については実現主義により、費用については発生主義により計上

引当金の計上基準

　貸倒引当金　債権の貸倒による損失に備えるため法人税法の規定による

　　　　　　　法定繰入率により計上

　

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税の会計処理

　　消費税の会計処理は税込方式によっている


